第１６章　府民所得
概況
　昭和50年度の日本経済は、戦後最大の不況からのゆるやかな回復過程をたどった。50年度の実質経済成長率は3.4パーセントと、石油ショック後の49年度のようにマイナス成長にこそならなかったものの、過去の高成長期に比べると極めて低く、高度成長から低成長への移行がうかがえる。
このような日本経済の動向下における大阪経済の規模を府内総生産でみると、名目14兆1,932億円、実質8兆7,676億円で、成長率は名目4.4パーセント、実質マイナス1.2パーセントと、２年連続のマイナス成長となった。これは、大阪の産業活動の落ち込みのひどさと、その回復の鈍さに原因があるといえる。
府内純生産
　昭和50年度の府内純生産は12兆19億円で、49年度に比べて4.4パーセント増加したが、国内純生産の9.9パーセント増を大幅に下回った。これは、府内における生産活動が、50年１月から３月期を底に漸次回復に向いはじめたものの、全国に比べて落ち込み幅が大きく、かつ回復が遅れているためである。
産業別にみると、製造業の純生産は３兆9,745億円と前年度並みであるが、業種別では、輸出の急伸によって電気、化学、食料品等で順調に回復している半面、鉄鋼、非鉄金属、産業機械等の素材・設備関連産業は、民間設備投資の低迷、海外市況の不振に加えて、産業構造上の問題を合せ持っていることによる落ち込みが大きい。
　建設業の純生産は7,515億円で49年度に比べ9.1パーセント増加したが、これは、財政難による官公需の減少にもかかわらず、公庫融資枠拡大などによる民間住宅建設が増加したためである。
次に、卸・小売業の純生産は２兆7,857億円で49年度よりも1.9パーセント減少した。これは、卸売業に4分の１のウェイトを持つ総合商社の営業利益が大幅にダウンしたほか、鉄鋼、非鉄、金属関連の卸問屋が軒並み低迷したのに加えて、在阪百貨店の売上げ高が法人需要及び個人消費の低迷により伸び悩んだことが影響している。
　一方、金融・保険・不動産業は、企業への運転資金の貸し出し増等により、49年度比13.6パーセント増の1兆6,591億円となった。
　
府民所得の分配
　昭和50年度の府民所得は11兆6.616億円で、49年度に比べて4.0パーセントの増加であったが、この伸び率は40年不況時（6.7パーセント増）をも下回る最低の増加率であった。１人当たり府民所得は141万円で、１人当たり国民所得115万円の1.23倍となっているが、国と府の格差は年々縮まっている。
　項目別にみると、雇用者所得は48・49年度に20パーセント以上の増加を示していたが、50年度は名目賃金が11.7パーセント上昇した反面、雇用者数が減少したため、8.0パーセントと一桁の伸びに低下した。
　個人業主所得は１兆4,565億円で、49年度に比べ2.9パーセント減少したが、これは、消費行動が慎重になったことなどにより、個人企業の利益が伸び悩んだためであろう。
　一方、個人の財産所得は、金利の低下にもかかわらず、預貯金が順調に増加し、利子所得が高い伸びを保っているため、49年度に比べて15.9パーセント増の２兆2,069億円となった。
　
府民総支出
　昭和50年度の府内総支出は、名目で14兆1,932億円、実質で８兆7,676億円となり、それぞれの対49年度増加率は名目4.4パーセント、実質マイナス1.2パーセントであった。49年度にひき続き実質でマイナスになった原因は、最終需要項目の約５割を占める個人消費の停滞と、民間設備投資と民間在庫投資の不振があげられる。
　個人消費支出は名目で12.4パーセントの伸びを示したが、実質では2.0パーセント増にとどまった。これは50年度の平均賃上げ率が低率に終ったことや、減産に伴う超過勤務給の減少、賞与の伸びの鈍化などにより、実質手取り収入が49年度を下回ったことが原因と考えられる。
民間住宅建設は実質で27.7パーセントの増加を示したが、これは金融緩和に伴い、住宅ローンが利用しやすくなったこと、長期不況のもとで住宅建設費が鎮静化していたことなどの好条件が重なったためとみられる。
一方、民間設備投資は名目14.5パーセント減、実質14.7パーセント減となっている。また、民間在庫投資は名目で79.6パーセント、実質で80.0パーセントと大幅に減少している。これは、製造業で減産強化による生産調整を進めていたうえ、50年度末の輸出の好調、内需の若干の回復により予想外に在庫調整が進行したためとみられる。
